
67

裁判員制度導入以前における日本の死刑制度の
賛否に関する世論の分析

JGSS累 積 デー タ2000-2001に お ける死刑 反対 の根拠 につ いて

山 本 博 子

1本 論の目的と問題背景

1-1目 的

多 くの先進資本主義諸国が死刑制度を廃止 しているなか、わが国がい まだに死刑制度を

存置 している根拠 として、政府は公的統計における過半数の国民か らの支持をあげている

という ω。死刑制度の存置は、民主主義国家にふさわしく国民の総意を反映 したものだ と

いうわけである。

しか しながら、死刑制度の賛否は民間 レベルの調査で もくりかえ し質問されているほ ど

国民の関心が高 く、かつつねに物議 をか もしてい るテーマである。わが国には、少数派 と

はいえ、死刑制度に反対す る者 も根強 く存在 しているためである。少数派がいつ までも多

数派 によって主張を押 し殺 されているとはか ぎらない。フランスのように死刑賛成者が大

半を占めていた国家であって も、少数派が政権 を掌握 した結果、む しろ 「世論を導 く」形

で死刑制度を廃止 した前例 さえあるのである(2)。

死刑制度の存廃が決定されるには、その決定によって もたらされる社会的影響 を予想 し、

かつ主張の根拠 にまで遡及 して慎重 に検討 を重ね なければならない。法律の改正 をともな

う死刑廃止に関しては、なお さらであ る。死刑反対者たちの主張が客観的にみて妥当であ

れば、死刑 を支持す る多数派をも説得で きるはずである。 ここでい う客観的に妥当す る主

張 とは、実証的に事実 と確認された、死刑に関する知識や情報 に基づ くものをさす。

`P吉 田2∞4=162

`2Lフラ ンスでは、1981年 に社会党 ミッテラン政権の もとで死刑が廃止された。それ以前のIFOP(フ

ラ ンス世論研究所)に よる1972年 の 調査では、死刑賛成者が63%、 反対者が27%、 無回答が10%で あった

(伊藤 ・木下1992:59)。

京都社会学年報 第17号(2009)



68 山本:裁 判員制度導入以前における日本の死刑制度の賛否に関する世論の分析

本論では、JGSSデ ータを用いて、計量的研究の観点か ら死刑反対者の主張の根拠が法

律改正 に導 くだけの客観的妥当性 を有 しているか否かを問いたい。なお、2009年 の裁判員

制度導入以前 と以後 とでは母集団の、死刑制度に関す る知識量や意識が異なる と考え られ

る ㈲ ため、今回の考察対象は導入以前のデータに限定する。

1-2問 題背景

NGO法 人AmnestyInternatinalの 調査 によれば、2009年 現在 における法律上あ るいは

事実上の死刑廃止国は139ヶ 国、それに対 して死刑存置国は58ヶ 国である(4)。死刑存置国

であ るわが国では、1948年 の最高裁判決で死刑が合憲 と判断されて以来態度を変えてはお

らず、2008年7月 現在の死刑確定囚数は105名 、1993年3月26日 以降の死刑被執行者 は70

名にのほっている ㈲。 このように依然 として死刑執行を続行するわが国に対 して、2007年

には国連総会が死刑執行の停止、2008年 には国連人権理事会が死刑制度の廃止 を求めたが、

わが国はどち らも受諾 してはない。

むろん、この状況下 にあって死刑反対者 も黙認 しているわけではない。2009年 に超党派

の 「死刑廃止を推進す る議員連盟」が法務大臣に死刑執行停止 を求め る要望書 を提 出する

など、死刑存廃に関する議論はますます過熱化する傾向にある。

とはいえ、死刑存廃に関 して合理的な議論が成立するほど、わが国では死刑 についての

正確 な情報が国民に対 して開示 されているといえるであろうか。Johnson,D.T.は 日本の

死刑賛成率が高いのは死刑 の密室性 に由来 していると指摘 した ㈹ が、その ような状況下

にあ っても死刑の現状把握に努め、 よ り合理的な判断を下そうと心がけている反対者は ど

れほどい るのだろうか。それを知るには、統計調査の結果 を考察する必要がある。

〔3レ裁判員制度導入によって、国民の死刑制度に対する関心はますます高まり、それにともなって死

刑に関する情報量も増加すると予想される。後述するとおり、死刑に関する知識量が死刑制度に対する態

度:に影響を及ぼすというMarshallの 仮説によれば、情報量の増加にともなって死刑に反対する者が増え、

その主張根拠も変化すると考えられる。
141最 新 情 報 に つ い て は 、AmnestyIntemational2009を 参照 の こ と。

{9無 限 回廊2009

f6/Johnson2007
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2先 行研究および既存の統計調査

2-1海 外の先行研究

わが国にはまだ多変量解析を用いた死刑に関する計量的研究はなされていないが、わが

国と同じく死刑存置国である合衆国には、先行研究および成果が数多く存在する。しかし、

本論のテーマである死刑反対の主張根拠に焦点をしぼった研究は見当たらない。本論の目

的を遂行するにあたって、まずは反対者の主張の根拠となりうる事柄に関連した代表的な

研究および研究成果を概説し、それらを参照することにする。

①宗教 との関連 に関する研究

宗教 は、死刑に関す る世論調査 でよ く用い られる変数である。2007年 現在、国民 の約

80%が キリス ト教徒であ る(n合 衆国では、カソリック、プロテス タン トといった特定の

宗派が説明変数 として投入された調査研究が多い。同 じキ リス ト教徒でも、信仰す る宗派

によって死刑賛否の比率 は異 なる。

一般的に、カソリック教徒 は死刑制度 に賛成 しない傾向があ り㈹、 ファンダメンタリス

トは賛成する傾向がある 〔91といわれている。

②被害経験 との関連 に関する研究

多 くのアメリカ人には、犯罪被害の経験者は非経験者 よ りも保守的な政治意識 をもち、

厳罰化志 向があるとい う先入観がある。 この先入観か ら導出 されたのが、被害mugging

のテーゼである(1ω。

しか し、Applegate,B.K.は 既存の調査では一般的に被害のテーゼを支持す るような結

果が得 られていないと指摘 している('P。Unnever,J.D.ら によれば、1989年 以前のデー タ

においては被害経験 の有無 と死刑賛否 との間に統計的有意性が認め られず、1989年 以降の

デー タにおいてはむ しろ逆 に被害経験者の死刑賛成率は非経験者のそれよりも低 く、かつ

彼 らには厳罰化志 向 も保守 的傾向 も認め られなかった というq2)。 さらに、Stack,S.は

"' Pew Research Center 2009 

"' Soss et al . 2003 
9' Young 2000 

 Unnever, Cullen and Fisher 2007: 311 
"" Applegate 1997; Unnever

, Cullen and Fisher 2007: 
"~' Unnever

, Cullen and Fisher 2007: 326

312よ り引 用
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2003年 の調査において、被害経験者は非経験者より犯罪取締の強化を望みはするが、その

被害経験と死刑賛成率との間に有意な関連がないことを確認しているq%

③人種 との関連に関す る研究

人種 のるつ ぼと形容 される合衆国の調査 においては、人種はつねに重要なコン トロール

変数 として扱われている。アメリカ人の犯罪被害経験 と黒人に対す る優遇政策反対 との間

には有意な関連が認められてお り、 この場合 には前述 した被害のテーゼが若干あてはまる

というu・)。

Soss,J.ら は、アメリカ人の死刑賛成率の高 さと黒人に対する偏見 との間に強い関連が

あると結論づ けているq5}。Bobo,■.ら もまた、黒人によって 自分たちの特権が脅かされる

と感 じている人種主義的 な白人は厳罰化志向が強い と報告 している ⑯。いっぽう、偏見 に

さらされ、社 会的に弱い立場におかれている黒人は、一般的に死刑に賛成 しない傾向があ

るq7)。

④ 知識量 との関連に関す る研究

1972年 フ ァーマ ン対 ジ ョージア事件連邦の最高裁判決において、死刑制度が違憲 とされ

た際に、合衆国最高裁判事Marshall,T。 は合衆 国国民の死刑制度に関す る無知 さ加減を指

摘 したうえで(18)、死刑 に関す る知識が賛否 に影響 をお よぼす と仮定 し、Marshal1の 仮説

を立てた。その仮説 とは、以下のとお り〔19)である。

i)死 刑支持は死刑に関す る知識量 と反比例の関係にある

ii)人 を死刑 に関する情報 にさらす と、死刑に反対する感情が生 まれる

iii)応 報的な思想の持主を死刑 に関す る情報にさらしても、何の効果もない

なお、ここでい う死刑 に関する知識 とは処刑方法、誤認逮捕 ・誤判の可能性などをさす。

Marshalの 仮説 を検証 した代表的な研究 としては、UnneverやCochranら によるものがあ

げ られる。Cochranら の調査によって、回答者 の死刑 に関す る知識量が増すにつれて、死

刑反対へ と意見が変化す る者が増加す ることが認め られ、(20)Marshallの 仮説の正 しさが

' Stack 2003 

 Unnever, Cullen and Fisher 2007 
15' Soss et al . 2003 
16' Bobo and Johnson 2004 

"" Unnever and Cullen 2005; Unnever , Cullen and Fisher 

  Furman v. Grorgia 1972
"9' Cochran and Chamlin 2005: 574よ り引用

20071ま カ、

120' Cochran
, Chamlin and Sanders 2006
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立証されたが、そのいっぽうで、応報的な思想の持主であって も死刑 に関す る知識量が増

加するに したがって死刑に反対 しやす くなることが予想に反 して確認 されたことから、iii)

のみが棄却された 〔2%

⑤犯罪抑止力 との関連に関する研究

多 くの死刑賛成者がその主張の客観的根拠 としているのが、死刑に よる犯罪抑止力であ

る。 しか し、Sellin,T.は 合衆国の死刑存置州 と廃止州 との殺人率の比較調査により、死刑

には犯罪抑止力が ないと結論づけた 〔箆}。とはいえ、このSellinの 説に も異論 を唱える者が

多い(・3}。

これ以降 も、2003年 のエモ リー大学のDezhba㎞sh,H.ら による調査研究124)な ど、死刑

存置 による犯罪抑止効果 については数多 くの計量的調査が実施 され、犯罪抑止力の有無に

関す る議論がなされて きた。 また、坂元 は社会心理学の立場か ら死刑存置および死刑報道

がむしろ犯罪を促進するとする脱感作説ない しは残忍化説 を唱えている(ゐ1。現在にいたる

まで、抑止効果説、抑止無力説、残忍化説の三つ 巴の議論が絶え間な くくりひろげ られて

いるわけである。

また、反対者が死刑に代替す る刑罰 として挙げている終身刑 について も、場合 によって

は死刑 より残酷で犯罪抑止効果があるとす る説が存在す る ㈱。死刑が他の刑罰 よりも有効

に犯罪を抑止す るか否かを決定する科学的証拠 は、いまだに得 られていないのが実情であ

る。

以上の先行研 究の成果 により、死刑反対の主張根拠 を①か ら1-a宗 教および思想への信

奉、他者 との関係が問題 となる② および③か らは1-bl他 者に対する理解 とその良心への信

頼、あるいはたえず他者からの差別 ・偏見にさらされた1-b、 社会的弱者であること、④お

よび⑤か らH死 刑 に関する知識に基づいた批判的見解 と分類する。1・aお よび1-b・ 、1-b・

は主張を個人の心情 に還元す る志 向性、Hは 主張に客観的妥当性を求める志 向性 が認め ら

れる主張根拠である。

" Cochran and Chamlin 2005  

' Sellin 1977

〔謝たとえば、Acker,J.A.は1980年 の調査では存置州と廃止州の間では刑務所内での殺人率に違い

が認められなかったと報告 している(Ackerl985)。

 Dezhbakhsh and Shepherd 2006 
~' Sakamoto et al . 2003
㈱ 石 塚2003:13
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2-2日 本における統計調査

多変量解析 を用いた死刑制度に関する先行研究のないわが国において も、死刑制度の賛

否に関す る世論調査は今 まで何度 も実施 されて きた。それ らの調査は、一般国民対象の も

のと特定の対象者 にのみ実施 されるもの とに二分 される。前者は総理府(2001年 に内閣府

に統合)お よびJGSSが 実施 した調査であ り、後者は多 くの場合、民間の専門機関がその

メンバーに限定 して実施 した調査である。

今 まで実施 された死刑制度の賛否に関す る調査研究(三 者択一)の 結果は、以下の とお

りである。なお、今 回の調査で用 いるJGSSデ ータと東京弁護士会が1994年 に実施 した調

査(六 者択一のため)は 省略 している。

表1.死 刑に関する世験調査結果 単位%

実施年および機関 ・団体

対 者が限定された調査

1953年

1956年

1966年

1969年

1970年

1972年

1976年

1977年

1980年

1982年

1983年

1985年

1989年

日弁連

毎日新聞

神奈川大学

菊田ゼミ

国学院大学

サンケイ新聞

立教大学

サンケイ新聞

東京弁護士会

朝日新聞

NHK

JCCD
明治大学犯罪学研究室

存置

61.7

59.3

54.1

68

57.6

53.5

42

61

60.4

76

70.2

63.4

50.8

廃止

36

23.8

33

27

32.2

30.2

31

19

39.6

19

13.4

35.9

43.6

その他

2.3

15.5

12.9

5

10.2

is.a

27

20

5

16.4

0a

6.5

全国規 で ・ が無作 に抽出された調査

1956年

1967年

1975年

1980年

1989年

1994年

1999年

2004年

総理府
総理府
総理府
総理府
総理府
総理府
総理府
内閣府

65

70.5

56.9

62.3

66.5

73.8

79.3

81.4

18

16

20.7

14.3

15.7

13.6

8.8

6

17

13.5

22.4

23.4

ins

12.6

11.9

12.6

注:AmnestylnternatinaL1991(邦 訳:37)の 表 に内 閣府(総 務府)が1994年 、1999

年 、2004年 に実施 した調査 結果 を論者 が加筆 した。 なお 、1980年 東京弁護士 会 による

調 査の 回答 は二者択一 であった。

一般対象、特定機関メ ンバー対象 を問わず、いずれの結果 も死刑 に賛成する者が反対す

る者 を数量的に上回っていることがわかる。特 に、総理府の調査では、賛成の割合が2004

年で81.4%に まで増加 している。 これは、この間にオウム真理教 による地下鉄サ リン事件

や光市母子殺人事件などの凶悪な殺人事件が続発 した影響 と考えられる。
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それに対 して、法曹界 メンバーを対象 とした調査では、年を追 うごとに賛成率が減少 し

ている。 さらに、六者択一 となった東京弁護士会による1994年 の調査では、は じめて反対

が過半数を超 えた ⑳。ただ し、 この調査 はもともと刑法改正 を意図 した ものであ り、計量

調査の要件である無作為性、中立性に著 しく欠け、かつ法律 に詳 しい特定の集団を対象 と

したクローズ ドな調査であることを付記 しておかなければならない。

本論で確認 したいのは、 日本国民全体を母集 団とし、なおかつそのなかで死刑反対 を主

張す る者が揚 げる根拠が客観的妥当性 を有するか否かなのである。本論の目的を追及する

ためには、回答者の死刑 に関す る主張根拠 に関連 した設問が盛 り込まれ、かつ全国から無

作為に抽出されたデータでなければならない。

JGSS以 外の先行調査の なかで上記の条件に もっ とも合致 し、かつ裁判 員制度が採択 さ

れる以前のデー タは、総理府が1999年9月 に実施 した世論調査である。この世論調査は標

本(全 国の20歳 以上の男女)、 抽出法(層 化2段 無作為抽出法)と もJGSSと 共通 している

ため、のちのJGSSデ ー タ分析 の参照 としたい。 この死刑に関する調査は、死刑制度及び

犯罪の処罰に関す る国民の意識 を調査 し,刑 事司法 に関す る施策等 を検討する際の参考資

料 とす るのを目的とす る。その調査票は、性別、年齢、職種 などの基本的属性 と死刑存置

の賛否のほかに、廃止あるいは存置理 由、将来の廃止の賛否、犯罪抑止効果、メディアに

よる事件報道に対する関心、被疑者および被害者の人権意識 を問うものである ㈱。

この調査項 目の うち、本論のテーマと密接な関連がある死刑廃止の理由をとりあげてみ

たい。下表の内訳は、すべて1999年 度調査の ものである(20歳 以上の国民 を層化2段 無作

為抽出法で抽出、有効 回答数3600名 男性:1623名 、女性:1977名)。

`27)1993-4年 に東京弁護士会会員(男 性3131名 、女性252名)に 対して実施 された調査。回収総人数

は1264名(男 性1159名 、女性96名 、不明9名)、 配布数に対する回収率37.33%で ある。死刑制度の賛否につ

いては、六者択一となっており、その内訳は無条件廃止18.4%、 条件付廃止42.7%、 条件付存置19.8%、 無条

件存置12.5%、 意見保留5.6%、 その他1.0%で ある。弁護士を対象とする調査としてはは じめて廃止=死 刑反

対(条 件付をふくめる)が 過半数をこえ、刑法の改正を必要とする意見は81.1%と 圧倒的多数だったという

(東京弁護士会1994:16)。
㈱1内閣府大臣官房政府広報室1999
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表2.死 刑存廃理由(1999年 度総理府調査)

(多重回答方式Nは 理由ごとの有効回答総数)

死刑制度を廃止する理由
(ア)人 を殺すことは刑罰であっても人道に反 し、野蛮である

(イ)国 家であっても人を殺すことは許されない

(ウ)裁 判に誤 りがあったとき、死刑にしてしまうと取 り返 しがつかない

(エ)凶 悪な犯罪を犯した者で も、更生の可能性がある

(オ)死 刑を廃止 しても、そのために凶悪な犯罪が増加するとは思わない

(カ)生 かしておいて罪の償いをさせた方がよい

その他

わからない

N

死刑制度を存置する理由

(ア)凶 悪な犯罪は命をもって償 うべ きだ

(イ)死 刑を廃止すれば～被害を受けた人やその家族の気持ちがおさまらない

(ウ)死 刑を廃止すれば、凶悪な犯罪が増える

(エ)凶 悪な犯罪を犯す人は生かしておくと、また同じような犯罪を犯す危険がある

その他

わからない

N

ova

35ユ

44.3

37.3

33.2

27.2

38.9

0.6

0.3

316217.1

0

49.3

48.6

48.2

45

0.6

0.9

2885192.6

上表の死刑廃止理由のうち、(ア)と(イ)は 殺人 を禁 じる宗教 的教義 あるいは人道主

義 的思想の存在 、(ウ)は 誤判の懸念、(エ)は 他者の善意に対す る絶対的な信頼、(オ)

は死刑存置による犯罪抑止力への疑念、(カ)は 死刑代替刑の存在の主張 と関連 している。

2.1海 外の先行研 究の成果か ら導出された死刑反対の根拠の分類 に したがえば、(ア)と

(イ)は1・a宗 教あるいは思想への信奉、(エ)は1-b1他 者に対する理解 とその良心への信頼、

(ウ)と(オ)と(カ)はH死 刑に関す る知識 に基づ いた批判的見解 に属する。 なお、1-b2社 会

的弱者であることにその まま該当する理由はない。

この1999年 総:理府調査の結果か らは、知識や情報に基づいた判断を下 している回答者 も

比較的多いと思われるが、クロス表分析以上の統計的処理は施 されてはお らず、使用 され

た変数間の影響が確認で きていないため、この表2の みでは 日本の死刑反対者の主張がお

もに どの根拠 に基づいているのかについての判断は下すことはで きない。

3分 析の手順

前述 したように、本論の趣旨に適合するデータとして、2004年 裁判員制度採択以前に調査が

実施され、かつ全国規模の対象者から回答を収集 したJGSSデ ータを選択する。JGSSデ ータは、

総務府調査の標本抽出方法が極めて近似 している(全 国の20歳 以上男女、層化2段 無作為抽出

法)。JGSSデ ータのなかから死刑賛否に関連する変数を選んで、分析に用いることにする。
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3-1本 論で使用するデ ータと仮説設定

3-1-1使 用するデータ

分析 に用いるデー タとしては、 まだ裁判員制度 に関する議論がさほ ど活発に くり広 げら

れておらず、かつ先で挙 げた総務府調査の実施年に近い2000年 お よび2001年 のJGSSデ ー

タが適切 と思われ る。いずれのデー タも面接調査 と留置票か らな り、 日本全土に居住する

満20～89歳 の男女(母 集団)か ら層化二段無作為抽出法によ り、4500名 を調査対象 として

抽出 している。JGSS2000は2893名(回 収率64,9%)、JGSS2001は2790名(同62.4%)か

ら有効回答を得ている。

なお、この両年度のデー タは重複す る調査項 目が多 く、また下表の死刑制度の賛否の度

数分布 をみて も、極めて近似 しているといえる。

表3.JGSS各 データにおける死刑制度の賛否の度数分布表

(単位%nは カテゴリー別の有効 回答数)

2㎜ 年

2001年

2000年+2001年

賛成%(n)

58.4%(1710)

59.1%(1628

58.7%(3338

反対%(n)

11%(299)

10.3%(308)

10.7%(607)

わか らない%(n)

30.2%(874)

30.2%(842)

30.2%(1716)

無回答%(n)

0.4%(10)

0.3%(12)

.4%(22)

合計%(N)

100%(2893)

100%(2790)

100%(5683)

そのため、本論では、この2つ のデー タを統合 し、総計5683名

名)の デー タを分析対象 とする。

(男性2601名 、 女性3082

3-1-2分 析で使用するJGSS設 問 と仮説設定

従属変数 死刑制度の賛否(留 置調査票)を 従属変数 とす る。 この項 目は 「あなたは、

死刑制度に賛成ですか、反対ですか」であ り、回答は 「1.賛成」、「2.反対」、「3.わか らな

い」の3つ のカテゴリーのうち1つ を選択す ることになっている。

死刑反対者に焦点をしぼった本論では、この うちの 「2.反対」を中心 に考察す る。

仮説設定 先行研究か ら導出 された死刑反対の根拠1-a、1-bl、1-b,、Hが わが国に

おいても妥当す るか否かを確認す るために、各々に対応 した仮説を立てることにする。

まず、1-a宗 教あるいは思想への信奉 に対応す る仮説は

仮説1な んらかの宗教や思想 を信奉 していると、死刑に反対 しやすい
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1-b1他 者への信頼 と理解に対応する仮説は

仮説2他 者の善意を信 じ、他者 に対 して寛容であると、死刑に反対 しやすい

1-b,社 会的弱者であることに対応す る仮説は

仮説3社 会的弱者は、死刑 に反対 しやすい

H死 刑に関す る知識に基づいた批判的見解に対応する仮説 は

仮説4死 刑に関す る知識があると、死刑制度に批判的にな り、死刑 に反対 しやすい

となる。

独立変数 設定 した仮説 にあわせ た独立変数 をあげ る。 なお、分析するにあたって再分

類 した変数は下表の とお りである。なお、必要 な場合 を除いて 「無回答」 と 「非該当」は

欠損値 とする。

表4.再 分類 した変数の一覧表

数名
別

学歴

職

回仰宗教

最近の判決

被害経験

カテゴリー

10歳 毎に 類

1実 肇躍 嘆 阜醗 学)・2高卒(1日制中学 ●新制蔽)・3短 大卒(旧制高校.短 大'高 専)・
1上 層 ホ ワ イ ト、2下 層 ホ ワ イ ト、3ブ ル ー カ ラー 、4農 林 漁 業、5無 職

1あ る あ る 、2な い に ない が 家 の 宗 教 は あ る、ない

1非 厳罰化志向(厳 しす ぎる、少 し厳 しすぎる)、2適 当である、3厳罰化志向(も う少し厳 しく

すべ きだ、もっと厳しくすべきだ)、4わ からない(わ からない)

0な い、1他人からの暴行 ・空き ・強盗等のい れか1回 験、22回 以上 験

注:()の 中 は再分類前のカテゴリー

まず、先行研究で死刑賛否 との間に有意な関連が認め られた回答者の基本的属性 を示す

変数をあげる。その変数 とは、性別 〔29)、正の相関が認 め られた年代別 〔30)、市郡規模(31)、

負の相関が認め られた学歴(32}、職業(33)(職 種を 『基礎集計表 ・コー ドブ ックJGSS-2005』

の職業コー ドに基づいて再分類)、 世帯収入 レベル 個 である。

1器》Stack2000;Soss
,etal.2003ほ か 。 い ず れ の 結 果 も女 性 に比 べ て 男 性 の 賛 成 率 が 高 い 。

10'Stack2000

{31}SampsonandBartuschl998ほ か 。 都 市 部 の 住 人 は よ り小 規 模 の 地 域 の 住 人 よ り も死 刑 を望 ま な

い傾 向 が 認 め られ る 。

-z'Payneeta12004

㈱ 法 的 知 識 が 必 要 な 職 業 に 就 い て い る者 や 大 学 教 員 に 反 対 者 が 多 い 。前 者 に つ い て は 藤 吉1990:ユ51 、

後 者 につ い て は西 村1993:166を 参 照 の こ と。

個 死 刑 執 行 に 要 す る 費 用 の 関 係 で 収 入 と死 刑 賛 否 が 反 比 例 す る とい う説(Sosseta1 .2003)と 低 収

入 者 が 賛 成 す る割 合 が 高 い と い う説(Stack2003)が 存 在 す る 。 高 収 入 者 は 一 般 的 に高 額 納 税 者 で あ る こ

とが 多 い た め 、 こ の 層 の 賛 成 者 に は 囚 人 の 収 監 費用 等 に彼 らの納 税 が 使 われ る との 思 い 込 み に よ り、 賛 成

に投 じて い る者 が い る可 能性 が あ る(EllsworthandRossl983竃1984:117)。
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これ らの変数のほかに仮説1で は、先行研究で も取 り上げ られた宗教 や思想 に関する変

数を入れる。国教のないわが 国においては特 定の宗教に限定す ると分析が可能 となるほ ど

の回答数が得 られないため、信仰す る宗教の有無 〔35)を選ぶ。 また、熱心 に死刑廃止 を訴

える団体が少なか らず存在 し、そ うした団体 に反対者が参加 している可能性があること(36}

か ら組織への所属:市 民運動(以 下、市民運動 と略記)、 先行研究 において統計的有意性

が認め られた政治意識 〔371(保革5段 階)(以 下、政治意識 と略記)を 中心 にみる。

仮説2で は、回答者の犯罪者へ の寛容度を示す変数お よび他者への評価 を示す変数 を中

心にみる。前者は先行研究で統計的有意性が認め られた最近の判決(381、後者は人間観:人

間の本性(39)(以 下、人間の本性 と略記)で ある。また、被害のテーゼの妥当性を確認す る

ために、暴行をうけた経験、空 き巣被害経験 、強盗等の被害経験の3つ の変数 を統合 して

用いた。統合するに際 して、 まず暴行の加害者(1家 族か ら、2他 人か ら、3両 方か ら)を

参照 にして、暴行 をうけた経験 を他人あるいは両方か らの暴行 に限定 して他人か らの暴行

の有無(1は い、2い いえ)と 変換 し、空 き巣被害経験、強盗等 の被害経験 とひとまとめに

した。 さらに、 これ らすべてを経験 している者はきわめて稀なため、2回 経験 した者 と統

合 し、被害経験(0な い、1他 人か らの暴行 ・空 き巣 ・強盗等のいずれか1回 経験、2他 人

か らの暴行 ・空 き巣 ・強盗等のいずれかを2回 以上経験)と いう変数 を作成 した。

仮説3で は、総理府が実施 した調査 においては反対理由の なかにはなかったが、あ えて

社会的弱者に関連す る変数 を中心にみ る。単一民族国家 とされているわが国では人種 を問

う項 目がないため、その代替 として資本主義国家における弱者 を示す職業(無 職)お よび

世帯収入(「 平均 よ りか なり少ない」)を 選ぶ。

仮説4で は、回答者の客観的知識 に基づ いた死刑制度に対す る批判的見解 を示す変数を

中心 にみる。その変数 とは、先 にあげた政治意識のほかに体制変動への積極的な働 きかけ

の度合を示す市民運動および国民 と政治のかかわ り:市 民の影響力(以 下、市民の影響力

と略記)、 時事 や訴訟 問題 に関す る知識 を要す る設 問であ る最 近の判決 であ る。 また

`路,Unneverら の 調査(Unnever
,CullenandBartkowski2006)を み ると、強い意志 と信念の持主

は死刑賛否を明確に表明する者が多いように思われる。教義やその解釈によっては、むしろ死刑に賛成す

る場合も考えられる。本仮定の趣旨は、強い信念のベースにあるとされる信仰を有する者のなかで 「反対」

を表明する者について調査することである。
{36,フォーラム90実 行委員会、死刑反対アジアネットワークなど死刑反対を趣 旨とする団体のほか、

労働組合、 日弁連、国会議員の有志からなるグループ活動がある。
`"}Cullen

,FisherandApplegate2000ほ か。政治意識が保守的な者ほど死刑制度を支持する傾向が

ある。
側死刑賛成者にはやや厳罰化志向が認められる(Unnever

,CullenandFisher2007)。
ζ39}石井2004:218石 井は性悪説をとる者は厳罰化、性善説をとる者は非厳罰化の志向があると結論

づけたが、これは 「論理的に説明できない」 としている。
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Marshallの 仮説 にしたがえば、誤認逮捕 ・誤判の可能性が認知されると死刑反対者が増加

す ると考 えられる(40)ため、組織への信頼:裁 判所(以 下、裁判所への信頼 と略記)お よ

び組織への信頼:警 察(以 下、警察へ の信頼 と略記)、 犯罪取締が強化 されれば、誤認逮

捕の増加 を懸念す ると仮定 される(4Pた め、政府 の支出:犯 罪取締(以 下、犯罪取締 と略

記)を 加える。客観的知識に基づいて批判的な見解 を示す者ならば、裁判所への信頼お よ

び警察への信頼に対 しては 「ほとんど信頼 していない」、犯罪取締に対 しては 「多す ぎる」

と回答する もの と期待 される。犯罪取締は、裁判所への信頼ならびに警察への信頼に従属

しうる変数 と考えられるため、共変量 として用いる。なお、犯罪抑止力や死刑代替刑につ

いては、 まだ実証的な裏付けが ないうえ、関連す る変数がJGSSデ ー タにはないため、本

論では投入 していない。

3-2分 析方法

表3で 示 されたとお り、60%近 くの者が死刑制度 の存置 を望 んでいるのが うかがえるの

に対 して、「反対」 と答えた者 はごく少数 にとどまり、「わか らない」 と答えている者の数

が 「反対」をうわまわっている。これが、 この設問の特徴である。本論では、死刑反対者

の主張根拠が賛成者のそれ と比較 して合理的であるか否かの確認す ることを目的 とするの

で、「わか らない」(42}および 「無回答」 を欠損値 とする。

まず多重 クロス表分析 で変数間の関連性 を確認 したうえで、ロジステ ィック回帰分析 〔43)

をおこな う。

'ｰｰ'UnneverandCullen2005

〔4DAmnestyInternatina1は2001年4月 に中国が犯罪取締を強化 した結果、死刑囚が劇的に増加 した

ことに関 して、その多数に誤判の疑いがあると中国当局を非難している(Amnestylnternatina12001)。

㈱ むろん、「わからない」は政治 ・社会問題に無関心で無知ゆえの回答ではない可能性 も考えられる。

たとえば、死刑判決のようなあまりに重大な問題に関して態度を決めかねる者がいるかもしれないのであ

る。死刑賛否の 「わからない」をそれ自体がひとつの政治的態度であ り、意思だとする見解 さえ存在する

(Unnever,CullenandRoberts2005:212)。
㈲ 複数の独立変数から従属変数が出現する確率を予測するのを目的とする分析方法。ロジステ ィッ

ク回帰分析 に用いる従属変数は質的データでなくてはならない。
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4分 析

4・1クロス表分析

各独立変数と死刑賛否 との クロス表分析結果は、下表のとお りである。

表5.独 立変数 と死刑賛否とのクロス表分析結果

独立変数カテゴリー

性別 男

N=3945女

賛成%(n)

86.4%(1802)

82.6%(1536)

反対%(n)

13.6%(283)

17.4%(324)

年代別

N=3945

学歴

N=3917

市郡規摸

N=3945

職業

N=3884

代

代

代

代

代

代

代

20

30

40

50

60

70

80

中卒

高卒

短大卒
大卒

13大 市

その他の市

町村

上層ホワイ ト

下層ホワイ ト

ブルーカラー

農林漁業

無職

X2=11.170,df=1,"
80.5%(393)

86.8%(474)

82.1%(545)
83.4%(739)

87.5%(665)

86.8%(415)
87.0%(107)

19.5%(95)

132%(72)

17.9%(119)
16.6%(147)

12.5%(95)

132%(63)
13.0%(16)

κ2呂19.723,df=6,・ ・

87.3%(837)

85.9%Q533)
79.6%(356)

80.7%(586)

12.7%(122)

14.1%(252)
20.4%(91)

19.3%(140)
2=24.308,df=3,● ●●

81.3%(601)
85.6%(1945)

84.9%(792)

18.7%(138)
14.4%(328)

15.1%(141)

,y2=7.784,df=2,'
75.7%(327)

85.3%(885)

86.9%(775)
90.8%(128)

84.4%(1165)

24.3%(105)

14.7%(153)

13.1%(117)
9.2%(13)

15.6%(216)

世帯収入 平均よりかなり少ない

N=3894平 均 より少ない

ほぼ平均

平均 より多い

平均よりかなり多い

κ2冨34.069,df=4,...

84.3%(332)

86.6%(1105)

84.1%(1480)
81.9%(345)

56.0%(37)

15.7%(62)

13.4%(171)

15.9%(280)
18.1%(76)

14.0%(6)
2=6.638,df=4,

信仰宗教 有

N=3895無

73.0%(267)

85.8%(3027)

27.0%(99)

14.2%(502)

X2=41.793,df=1,"'

市民運動 参加

N=3903不 参加

74.8%(89)

85.0%(3216)
25.2:5(30)
15.0%(568)

2=9251,df=1,"

注:Nは 総有 効 回答 数、nは カ テ ゴ リー 別 の有効 回答 数

#p<,10,・p<.05,・ ●p〈.01,・。.pく.001

独立変数
政治意識

N=3854

カテ ゴ リー

1保 守的

z

3

9

5革 新的

最近の判決

N冨3931

人間の本性

N冨3888

被害経験

N=3945

非厳罰化志向

適当
厳罰化志向
わからない

1悪

2

3

4

5

6

7善

ない

1回 経験

2回 以上経験

市民の影響力

N=3860

賛成

どちらかといえば賛成

どちらかといえぱ反対

反対

犯罪取締

N=3892

多す ぎる

適当

少なすぎる

わか らない

裁判所への信頼

N冨3907

とても信頼 している

少しは信頼している

ほとんど信頼していない

わからない

警察への信頼

N=3916

とても信頼 している

少しは信頼している

ほとんど信頼していない

わからない

賛成%(n)

87.6%290)

86.9%(705)

85.0%(1536)

81.7%(590)
77.5%(141)

反対%(n)

12.4%(41)

13.1%(106)

15.0%(272)
18.3%(132)

22.5%(41)

x2=17.595,df=4,"

63.0%(17)

73.0%(259)

88.4%(2864)
60.6%(188)

37.0%(10)

27.0%(96)

11.6%(375)
39.4%(122)

2昌22019df=3曝 ・●

90.0%(117)
87.7%(150)

90.0%(359)

86.4%(1096)
82.9%(b63)

85.2%(553)

75S%(357)

10.0%(13)
12.3%(21)

10A96(40)
13.6%(172)

171%(137)

14.8%(96)
24.2%114)

X2=46.646,df=6,"'

84.4%(2554)
84.9%(744)

90.9%(40)

15.6%(471)

15.1%(132)
9.1%C4)

X2=1.486,df=2,

88.8%(845)

86.3%(1122)
82.1%(861)

77.5%(433)

11.2%(107)
13.7%(178)

17.9%(188)

22.5%(126)

2=42248,df=3,"'

80.2%(77)

82.7%(930)
87.9%(1500)

81046(782)

19.8%(19)

17.3%(194)
12.1%(207)

19.0%(183)

κ2昌27.689,df=3,●..

87.0%(696)

83.0%(1703)

86.9%(284)
854%(622)

13.0%104)

17.0%(349)
13.1%(43)

14.6%(106)

86.6%(472)
84.2%(1898)

83.8%(664)

86.2%(280)

2呂9.269,df雷3,.

13.4%(73)
15.8%(356)

is.2%ci2a)

13.8%(45)

X2=2.908,df=3,

まず、仮説 と密接 な関連のある変数のうち、0。1%水 準で有意な関連が認められた学歴、

職業、信仰宗教、最近の判決、人間の本性、市民の影響力、犯罪取締、裁判所への信頼に

ついて述べ る。学歴 については、完全 な線形の結果ではないが、高学歴になるほど死刑に
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反対する割合が高 くなる。職業 については、上層ホワイ ト層の死刑 に反対する者の割合が

他の職業層の者 に比べて顕著に高い。信仰宗教については、信仰 している者はそうでない

者の2倍 近 く死刑に反対する割合が高い。最近の判決につ いては、非厳罰化志 向の者お よ

び 「わか らない」 と回答 した者 は他の2つ の回答を した者 と比べて死刑に反対する割合が

高い。人間の本性については、完全 な線形の結果で はないものの、「善」 と信 じる者ほ ど

死刑 に反対す る割合が高 くなる。市民の影響力(「 自分の ようなふつ うの市民 には、政府

のす ることに対 して、それを左右す る力はない」)に ついては、「反対」 と回答 した者 は

「賛成」 と回答 した者の2倍 以上死刑 に反対する割合が高い。 自分達の働 きかけによって世

の中が変 えられる と信 じれば信 じるほ ど、死刑に対 して反対 を表明する傾向が強まると考

え られる。犯罪取締 については、「多す ぎる」および 「わか らない」 と回答 した者は他の

2つ の回答をした者 よりも死刑 に反対す る割合が高い。

1%水 準で有意 な関連が認め られた変数は、市民運動 と政治意識であ る。市民運動 につ

いては、参加 してい る者は参加 していない者 に比べて死刑に反対 にする割合が高い。政治

意識については、思想が革新的な者ほ ど死刑に反対する割合が高 くなっている。

5%の 水準で有意な関連が認め られたのは、裁判所へ の信頼のみであ る。裁判所への信

頼 については、「少 しは信頼 している」 と回答 した者が死刑 に反対す る割合が もっ とも高

い。 しか し、「ほとんど信頼 していない」 と回答 した者が死刑に反対する割合は低 い。

世帯収入、被害経験、警察への信頼には統計的有意性が認め られない。

4-2ロ ジステ ィック回帰分析

ロジステ ィック回帰分析結果は、下表の とお りである。表示 したのは参照 カテゴリー を

「賛成」 とした時の 「反対」のオ ッズ比 と有意確率である。
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表6.ロ ジスティック回帰分析結果

独立変数(基 準 カテゴリー)

性別(男 性)女 性

年代別(20代)

学歴(高 卒)

代

代

代

代

代

代

80

⑳

60

50

如

30

中卒

短大卒

大卒

反 対Exp(B)

1.422"

・

紫

・

7

1

.

魏
鮒
側
麟
鰹

0.913

1.077

市郡規模(その他の市)13大 市

町村

1.193

職業(下 層ホワイ ト)上層ホワイ ト

ブルーカラー

農林漁業

無職

1β26鱒

1.049

0.845

世帯収入(ほ ほ平均)平均よりかなり少ない

平均 より少ない

平均 より多い

平均 よりかな り多 い

信仰宗教(無)有

1.19

0.993

1.113

市民運動(不参加)参 加 1.656#

定数
N

.145"'

独立変数(基 準カテゴリー)

政治意識(5保 守的) 的新革1

2

3

4

最近の判決(厳罰化志向)

人間の本性(7善)

非厳罰化志向

適当

わからない
悪1

2

3

」恐

【
り

ρ0

被害経験(な い) 1回 経験

2回 以上経験

市民の影響力(賛 成) 反対

どちらかといえぱ反対

どちらかといえば賛成

犯罪取締(共 変量)

裁判所への信頼(少 しは信頼している) とても信頼 している

ほとんど信頼していない

わからない

警察への信頼(少 しは信頼している)

翻

一2対 数尤 度znosog

NaelkerkeR2乗o.iss

X2=6.38$df=8,.605H〔㎜ と㎞e曲wの検定

注:Nは 総有効 回答数、#p<.10,●p<ρ5.脚pく01,鵬p<』01、 参照 カテゴ リー は「賛成」であ る

とても信頼している

ほとんど信頼 していない

わからない

反対Exp(B)

1297

1.331

L168

5.691● 輔

3.070'
●oo

欝
罫
瓢
i.im

2.027"'

1.542"

.749'

0.832

0.979

1.047
.665#

仮説1

信仰宗教については、諸変数の影響 をコン トロール して も、0.1%水 準で有意な関連が認

め られた。信仰する宗教のある者はない者に比べて死刑に反対す る確率が高い。市民運動

については、10%水 準で有意な関連が認め られ、参加 している者は参加 していない者 に比

べて死刑に反対する傾向があ る。政治意識については、統計的有意性が認められない。 こ

の結果か らは宗教の教義を死刑反対の根拠 としている者が非常 に多いと考えられる。 した

がって、なん らかの信条(特 に宗教)に 従っている者が死刑に反対 しやすいといえる。以

上により、仮説1は 棄却 されない。

仮説2

最近の判決については、諸変数の影響 をコン トロールしても、0.1%水 準で有意な関連が

認め られる。いずれの回答 をした者 も厳罰化志向の者 より死刑 に反対する傾向がある とい

えるが、特に非厳罰化志 向の者は厳罰化志向の者の5倍 以上高い確 率で死刑に反対 と回答

している。人間の本性については、 もっとも善 ととらえる者以外のオ ッズ比がいずれ もか

な り低い。 しか も、いずれの カテゴリーにおいても統計的有意性が認め られる。 これによ
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り、限 りな く他人の善意 を信 じる者は死刑 に反対する傾向がある といえるだろう。被害経

験に関 しては、諸変数の影響 をコントロール して も、統計的有意性が認め られない。被害

のテーゼ は、JGSSデ ー タにおいて も妥当 しない といえるだろ う。以上の結果か ら、仮説

2は 棄却 されない。

仮説3

職業 については、無職 において、10%水 準で有意な関連が認め られる。 これによ り、無

職の者は死刑 に反対 しやすいといえる。世帯収入(「 平均 よりかなり少ない」)に ついては、

諸変数の影響をコン トロールしても、統計的有意性が認め られない。 これにより、仮説3

は無職の者に限定 して部分的に採択される。

仮説4

クロス表分析では統計的有意性が認め られた学歴は、諸変数の影響 をコントロールす る

と、有意な関連が認めらな くなる。職業については、諸変数の影響をコン トロールして も

上層ホワイ トにおいては1%水 準で有意 な関連が認め られるため、上層ホワイ ト層 は死刑

に反対する確率が高いといえる。最近の判決については、前述 した とお り非厳罰志向の者

が死刑 に反対 しやす いことはわかったが、「わか らない」 と回答 した者に も0.1%水 準で有

意な関連が認め られ、かつ オッズ比が非常 に高いことに注意する必要がある。つ ま り、現

行の裁判制度に対 して批判的な者 とそれほ ど関心 を示 さない者の両極端な態度を示す者た

ちが死刑反対者層 を形成 していると考 えられるのである。市民の影響力については、「反

対」お よび 「どち らか といえば反対」 において0.1～1%水 準で有意な関連が認め らることか

ら、自分たちの働 きかけによって政治を動かせ るという信念か ら積極的に社会参加 を心が

けている者が死刑に反対 しやす いと考 えられる。犯罪取締 については、諸変数の影響 をコ

ン トロールす ると統計 的に有意な関連が認め られな くなる。裁判所への信頼 については

「とて も信頼 している」 に5%水 準で、警察への信頼 について は 「わか らない」 に10%水

準で有意 な関連があ り、死刑賛成者と比較すれば裁判所を盲信せず、警察の動向に無関心

ではない と考えられるが、 どち らの 「ほ とん ど信頼 していない」 においても統計的有意性

が認め られない。以上 により、わが国の死刑反対者 は、社会参加 には積極的ではあ るが、

知識 に基づいて死刑反対論 を展開す る傾向にない と考え られる。 したがって、仮説4は 棄

却 される。

5考 察

以上の分析結果か ら、裁判員制度導入以前 においては無職の者、あるいはなん らかの宗
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教や思想を信奉 し、積極的な社会参加 を心がけ、人間の本性が善であると信 じ、他人 に対

して寛容で、理解を示す タイプの人間が現行の死刑制度に反対 しやすいことがわか った。

しか しなが ら、彼 らの主張の多 くは死刑制度反対の合理的根拠 とな りうる知識を重ん じて

いるもの とはいえない。

死刑反対者がみずか らの意思を貫通する、つ まり最高裁判決で合憲 とされている死刑制

度 を撤廃 させるには、客観的にみて正 当な主張根拠 をもって議論 に挑み、論敵である多数

派の死刑賛成者をも納得 させ なければならない。それゆえ、知識ではなく、 もっぱ ら個人

の信仰心や良心 を主張の根拠 としていた裁判員制度導入以前の死刑反対者にとっては、死

刑制度撤廃はかな り困難な課題であった と想像 される。

裁判員制度が導入された現在、死刑制度に関す る情報は 「裁 く」立場におかれた国民の

要 請 に こた える よう に、増大 しつ つ あ る。 国民 の死 刑 に関す る知 識量 が増 えれば、

Marshallの 仮説 にしたがって死刑反対者 も増加す ると予想 される。 と りわけ、死刑制度に

対する回答者の態度変容 に関 して実証的な裏付 けのある誤認逮捕や誤判の可能性の示唆 圃

が国民 に対 して もっと頻繁になされるようになれば、それ らは誰の身にで も起こ りうるも

の として危惧の対象 となるであろうし、あるいはまた 「裁 く」立場におかれた者は、冤罪

の者をも裁かなければならない ことを念頭 におか ざるをえな くなるであろう。その意味で、

誤認逮捕や誤判の発生可能性 は、現在のところもっとも客観的妥当性を有す る死刑反対の

根拠 といえるであろう。

死刑制度の賛否 に関す る議論が本格的 に開始するのは、死刑反対者みずか らが死刑 に関

す る知識を存分 に身につけてか らである。
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An Analysis of the Japanese Public Opinion on the Death 

Penalty before the Introduction of the Saiban-in System: 

About the Grounds for Opposition to the Death Penalty 

    Based on JGSS Cumulative Data (2000-2001)

Hiroko YAMAMOTO

    The purpose of this paper is to examine statistically the types of actual facts the 

abolitionists', assertions are grounded, and see whether they could argue rationally 

and reasonably enough to persuade their opponents before the introduction of the 

Saiban-in system in Japan. I apply logistic regression analysis using JGSS cumulative 

data (2000-2001). 

    Japan is a retentionist developed country like the USA. While the use of capital 

punishment is generally accepted in Japan, there are a few opponents of the death 

penalty who have one or more grounds for their assertions. 

      I identified four types of grounds for opposition to the death penalty which 

have been found in the results of previous studies, and then framed four hypothesis 

(H1,H2,H3,H4) corresponding to the four types of grounds. 

     For this logistic regression analysis, sex, age, educational background, the size 

of residential municipality, family income, job - following the classification of the 

Social Stratification and Social Mobility Survey (SSM) - are used as controlled factors. 

In addition, I also examine H1 (factors related to belief), H2 (factors indicating 

generosity toward the criminal), H3 (factors related to a socially vulnerable subject), 

and H4 (factors related to knowledge about the death penalty). 

     The result of this analysis shows that the person who is prone to opposition to 

the death penalty has strong beliefs and is generous toward the criminal, but not 

critical of the Establishment and not eager to be informed. And if that person really 

desires to abolish the death penalty, he/she needs to be much more informed of the 

death penalty than his/her opponent.
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